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【相談窓口等】 

〇各学部等の相談窓口となる相談員については、山形大学のホームページや

学生便覧などの冊子に示されています。各学部等の相談窓口のほか、どの

相談窓口でも相談を受け付けます。 

 

※相談員は、相談者の悩みを親身に聞いて、今後取るべき方法等について、

相談者の意志を尊重して相談を受けます。 

相談員は、相談者のプライバシーを確実に守ることを義務付けられてい

ますので安心して相談してください。 

 

※相談員は「山形大学相談員マニュアル」に従って相談に応じます。 

相談員マニュアルはＨＰをご覧ください。 

 

〇学内共通の相談窓口や相談を委託している学外の機関もあります。 

もっとも利用しやすいところへ相談に行ってください。 

 

  ◆学内共通の相談窓口◆ 

   保健管理センター  TEL ０２３−６２８−４１５４ 

  ◆相談を委託している学外の機関◆ 

   チェリア相談室（山形県男女共同参画センター） 

     TEL ０２３−６２９−８００７ 

      社団法人やまがた被害者支援センター 

     TEL ０２３−６４２−７８３０ 

   法テラス山形 

TEL ０５７０−０７８３８１ 

 

  ※相談を委託している学外の機関では、問題の解決のための一般的な指導

は受けられますが、具体的な問題を直接処理してもらえません。問題の解

決のためには、当該機関でのアドバイスに従って、改めて学内の相談窓口

へ相談してください。 
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【相談方法】 

〇相談は直接の面談だけではなく、手紙、電話、ファックス、電子メールな

どでも受け付けることになっていますが、被害を受けたとする本人等が

ハラスメントとして申立てを行い、それに対する対応を希望する場合は、

面談によりお話を伺うこととなります。 

〇相談は、本人だけではなく、本人の依頼を受けた代理人やハラスメント

を見聞きした方も行うことができます。 

〇虚偽の申立の禁止 

相談者は、相談員への申立てにおいて、決して虚偽の申立てをしてはなり

ません。 

 

【不利益取扱いの禁止】 

〇ハラスメントの相談、申立、調査への協力を行ったことについて、不利

益な取扱いを受けることはありません。また、被申立人が申立人に報復

することは、禁じられています。 

 

※不利益な取扱いを受けたり、報復を受けたときは、直ちに相談員に相談

してください。これらの行為は懲戒処分の対象となります。 
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 （３）相談記録の送付先 

  ① 相談員は、本人や本人から依頼を受けた代理人が申立てを行う場合

は、当該事案を管轄する各部局の「対策委員会」に相談記録を送付する

と共に、相談記録を送付したことを「相談記録送付通知書」（規程第１

７条第３項に規定する別記様式２）に相談記録（写）を添付し、全学の

「キャンパス・ハラスメント防止委員会（以下「防止委員会」という。）」

委員長に送付します。 

 

  ② 相談員は、以下の場合は、直接、全学の「防止委員会」に相談記録を

送付します。 

   〇相談された事案が複数の部局にかかわり管轄の部局の「対策委員会」

が不明の場合 

   〇全学の相談窓口や学外の相談機関に相談した場合 

   〇学長、理事、監事が当事者となっている場合 

   〇相談者が管轄する部局の「対策委員会」以外での取扱いを特に希望す

る場合 

 

   ※「相談記録」の送付を受けた全学の「防止委員会」は、適切な部局の

「対策委員会」に申し立てられた事案への対応を依頼するか、全学の

「特別対策委員会」を設置して、申し立てられた事案への対応を依頼

します。全学の「防止委員会」が直接申し立てられた事案に対応する

ことはありません。 

   ※全学の「防止委員会」の役割は、申し立てられた事案への部局の「対

策委員会」又は全学の「特別対策委員会」における対応の進捗状況を

把握し、適切かつ迅速な対応が行われるようにすることにあります。 

 

  ③ 相談員は、以下の場合は、総務部労務課に相談記録を送付します。 

    〇本人や本人から依頼を受けた代理人が、キャンパス・ハラスメント

として申し立てることを希望しない場合 

    〇情報提供者からの相談があった場合 

   ※「相談記録」の送付を受けた総務部労務課は、担当理事に報告します。

担当理事は、必要に応じて、本人に事実確認の上、部局長等への情報

提供を行ったり、全学の「防止委員会」又は部局の「対策委員会」に

対応を依頼したりするなど、適切な対応を行います。 

 

【部局の「対策委員会」又は全学の「特別対策委員会」での対応】 

（１）ハラスメントの事案として取り扱うことの適否の判断 

  ① アカデミック・ハラスメントや、パワー・ハラスメントの申立てには、

ハラスメントの事案として対応するよりも、教務上又は労務上の問題と

して処理することが適切であり、有効かつ迅速な対応ができるものが含
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まれていることがあります。そのような事案については、適切に処理し

得る委員会等に当該事案処理を依頼する場合があります。 

 

   ※全学の「防止委員会」に直接相談記録が送付されてきた場合には、こ

の判断は、全学の「防止委員会」において行われます。全学の「特別

対策委員会」において、ハラスメントとして対応すべき事案であり、

各部局の「対策委員会」での対応になじまないと全学の「防止委員会」

が判断したとき、全学の「特別対策委員会」が設置され、当該事案に

対応することになります。 

 

  ② 相談記録が各部局の「対策委員会」に送付された場合であっても、当

該対策委員会が他の部局の「対策委員会」で対応すべき事案であると判

断したときは、全学の「防止委員会」を介して、他の部局の「対策委員

会」に対応を依頼することになります。 

 

  ③ ハラスメントへの対応の主眼は、ハラスメントによって害された就

労・修学環境の維持・回復にあります。従って次のような申立ては、ハ

ラスメント事案としての処理には馴染みません。 

 

   〇被申立人に対する損害賠償を目的とする申立て 

〇被申立人の行為が名誉毀損等の犯罪行為または民法上の不法行為で

あるという申立て（ただし、犯罪行為や不法行為がハラスメントの一

部を構成する場合がありますが、そのような場合には、ハラスメント

として対応することになります。） 

〇もっぱら被申立人の懲戒処分等を目的とした申立て（もちろん、ハラ

スメント事案の調査の結果、懲戒処分を必要とするという判断に至る

ことはあります。） 

 

（２）部局の「対策委員会」又は全学の「特別対策委員会」における対応 

  ① 事案の調査 

    部局の「対策委員会」又は全学の「特別対策委員会」は、申し立てら

れた事案の事実関係等を調査する必要があると判断した場合には、調査

委員会を設置して調査することができます。 

  ② ハラスメントの認定等 

    部局の「対策委員会」又は全学の「特別対策委員会」は、調査委員会

の調査結果等に基づき、ハラスメントであるとの認定の適否、就労・修

学環境の改善のための措置の要否及び必要な場合における措置の内容、

その他当該事案を処理するために必要な措置等について判断します。 

  ③ 調査に当たっての対応 

    申立ての内容、申立てに関する客観的な事実関係等に照らし、就労・
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修学環境の維持・悪化を防止するために、部局の「対策委員会」又は全

学の「特別対策委員会」が必要であると判断した場合には、申立人と被

申立人とを引き離し、両者の関係を一旦解消させることがあります。 

    なお、申立人と被申立人とを引き離し、両者の関係を解決させる措置

は、事案の処理の最終的な措置としても行われることがあります。 

  ④ 調査・認定に基づく対応 

    部局の「対策委員会」又は全学の「特別対策委員会」が下記の対応を

行うに当たっては、申立人がどのような対応を希望しているかというこ

とを十分考慮して行います。 

  １）ハラスメントであると認定されなかった場合 

   ⅰ） 申立人への説明 

     ハラスメントと認定されなかった理由を申立人に説明します。 

   ⅱ） 被申立人への通知 

     ハラスメントであるとは言えないが、被申立人に注意を喚起すべき

であると判断したときは、その旨を被申立人に通知します。 

  ２）ハラスメントであると認定した場合 

   ⅰ） 注意 

     被申立人の行為がハラスメントに当たることを被申立人に通知し、

再びそのような行為を行わないように注意します。 

   ⅱ） 調停 

     申立人と被申立人との関係について調停が必要な場合、以下のよう

な調停を行います。 

     ・申立人に対する被申立人の謝罪表明 

     ・就労・修学環境の回復、改善 

 

     ※調停が不調になった場合 

      調停が不調となった場合は、対策委員会等において、申立人の就

労・修学環境を回復、改善するために、必要な措置を行います。 

ⅲ） 分離 

  申立人と被申立人の関係をそのまま維持すると就労・修学環境の回

復、改善が不可能な場合は、両者を分離する措置です。 

  なお、申立人を保護するため必要な場合、緊急措置として調査終了

前に行われることがあります。 

 

  ⑤ 対応に要する期間 

    部局の「対策委員会」又は全学の「特別対策委員会」の対応は、対応

を開始したことを「対応開始報告書」（規程第１８条第３項に規定する

別記様式３）により、全学の「防止委員会」委員長に報告しなければな

りません。 

    部局の「対策委員会」又は全学の「特別対策委員会」の対応は、相談
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記録が送付されてから、原則として２ヶ月以内に行うこととされていま

す。２ヶ月を超える場合には、超えた時点で、全学の「防止委員会」に、

「相談経過報告書」（規程第１８条第４項に規定する別記様式４）によ

り報告するとともに、申立人にも事情を説明しなければなりません。 

 

  ⑥ 対応に付随する措置 

    ハラスメント行為の内容が本学の諸規則に照らし、懲戒に当たると判

断された場合、職員については「国立大学法人山形大学職員の懲戒の手

続に関する規程」に従い、学生については「山形大学学生の懲戒に関す

る規程」に従い、懲戒処分に付されることになります。 

 

  ⑦ 対応の終了 

    部局の「対策委員会」又は全学の「特別対策委員会」における対応が

終了した時点では、「対応終了報告書」（規程第１８条第５項に規定す

る別記様式５）により、全学の「防止委員会」委員長に報告しなければ

なりません。 

 

  






